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１．企画の目的
アジア各国の法律（私法）は，19世紀に
開花したヨーロッパ大陸法の影響を強く受け，
その法体系を継受して，それを取引社会の基
礎としてきた。しかし，アジアには西欧とは
違った価値規範と伝統的慣習があり，また，
国によって独自の文化を持ち，それが多彩な
形で法律関係や経済活動・企業経営方針など
に影響を与えている。このため，統一的な規
範というものを考えることができなかった。
しかし，20世紀の後半から，それまであ
まり活発でなかったアジア各国間の経済交
流・文化交流が活発に行われるようになり，
その中で，「アジア文化」というものが意識
されるようになった。とりわけ，経済取引社
会においては，21世紀が「アジアの時代」
といわれているように，アジアの経済発展に
は目を見張るものがある。すなわち，21世
紀の「アジアの時代」において，経済的ない
し文化的交流が活発化していることに伴って，
取引法に関する統一的規範の形成は，今や喫
緊の課題となっている。
このような経済状況にかんがみるとき，我
われは，民事法規範の動態を観察し，すべか
らく経済活動と企業法制に関して適切な法規
範の創造を研究しなければならない。すなわ
ち，“アジア取引法の統一的規範と統一的解
釈の可能性を探る”ことである。この研究視
点の合理性は，おそらく誰もが承認するとこ
ろであろう。それを，我われは“イニシアチ
ブ・リーダー”として「アジア法研究拠点」
を形成することを率先して行おうと思う。
２．研究の方法
なぜ，《日本・韓国・中国》なのか。
第一は，法体系のつながりである。第二は，
経済・生産活動のつながりである。第三は，
文化的・生活的・宗教的価値観のつながりで
ある。これらについては，いちいち説明はい
らないであろう。とりわけ，アジアにおける
３国のつながりは，今や緊密になっている。
ちなみに，法律関係についていえば，日・韓
間の学術交流，および，日・中間の学術交流
には大変盛んに行われていよう。しかし，
日・韓・中という３国を中心とした「アジア
法」研究というのはこれまでなく，その必要
性が叫ばれているのである。
他方，経済活動面からしても，今や，EU
あるいは北米協定に比肩しうる「アジア市場」
が存在しており，その市場統一が叫ばれてい
る。日本と韓国は，アジアでの第一，第二の
資本制生産立国となり，他方，中国は，「世
界の工場」といわれるほどの生産力を有しい
るのである。
幸いなことに，早稲田大学は，これまで，
10年以上にわたって，韓国（とりわけ，朝
鮮大学校，全南大学校，延世大学校，東国大
学校，大邱大学校，東亜大学校，韓国民事法
学会など），および，中国（とりわけ，中国
19―　 ―
日韓中によるアジア民商事法制研究
―21世紀アジア法研究拠点の形成に向けて―
近江幸治＊
＊　早稲田大学大学院法務研究科・法学部教授
社会科学院，北京大学，復旦大学，清華大学
など）との学術交流を行い，その多大な成果
とともに，太い交流のパイプを有してきた。
これらの学術交流の延長でもある。
３．研究の内容
以上の意識の下に，目標とすべきことは，
「アジア取引法の統一的規範と統一的解釈の
可能性」を探ることである。
具体的には，まず，民商事・債権法の個別
分野につき，現代的なテーマを取り上げ，３
国のそれぞれにおける具体的問題点や法律解
釈の異同を考察し，統一的規範の存否，およ
び統一的解釈の可能性を研究する。
そして，このような３国間を基軸とするア
ジア法制（統一規範）に関する研究を，恒常
的な研究体制としたい。この恒常的な研究体
制を基礎として，法学界，経済界に対して，
上記した民事取引法領域における様々な政策
提言を行うことを考えている。
４．研究計画の概要
 平成20年３月末までの計画の概要
（５年間）
毎年１回，三国の学者によるシンポジウム
を開催するほか，国内でも年に数回シンポジ
ウムを開催して，アジア法の全体的把握を行
う。平成20年３月までには，民商事・債権
法におけるかなりの個別問題を取り上げ，そ
の成果を，本にまとめて出版する。
 平成17年３月末までの計画の概要
（２年間）
平成17年度中に，民商事・債権法におけ
る個別問題につき，それぞれの国における問
題状況とその法的課題を検討するシンポジウ
ムを，韓国において開催する。なお，平成
16年度と平成17年度での研究成果を，基礎
的リサーチとして，報告書にまとめる。
 平成16年３月末までの計画の概要
（半年間）
平成16年３月15・16日に，問題の前提と
なる基本的認識につき，日韓中の学者による
国際シンポジウム「日韓中によるアジア民商
事法制研究―21世紀アジア法研究拠点の
形成に向けて―」を，早稲田大学において
開催する。このシンポジウムのプログラムは，
以下に掲載する。
５．平成16年３月15日・16日の国際シ
ンポジウムの内容（プログラム）
早稲田大学21世紀COE「企業法制と法創造」
研究所主催
国際シンポジウム「日韓中によるアジア民商
事法制研究」
―21世紀アジア法研究拠点の
形成に向けて―
日　時：2004年3月15日・16日
場　所：早稲田大学14号館B101教室（西早
稲田キャンパス）
言　語：日本語・韓国語・中国語（いずれも，
同時通訳）
参　加：無料
プログラム：
第１日　３月15日
第１部：イントロダクション
10：00～10：10
「COE拠点「企業法制と法創造」研究所
について」上村達男（早稲田大学教授，研
究所長）
10：10～10：20
挨拶　　田山輝明（早稲田大学副総長）
10：20～10：30
挨拶　　高　昌鉉（元朝鮮大学校総長）
10：30～10：40
本シンポジウムの目的と経緯　
司会・近江幸治（早稲田大学教授）
10：40～11：10
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記念講演「中国民法典制定経緯の最新事
情」
梁　慧星（中国社会科学院研究員，中国全
人代代議員）
第２部：韓国の民商事法制の現代的問題点
11：20～11：40
韓国が直面する問題点①
李　英俊（東国大学校教授）
11：40～12：00
韓国が直面する問題点②
李　銀榮（韓国外国語大学校教授）
12：00～12：10
コメント①
鄭　鍾休（全南大学校法科大学長）
12：10～12：20
コメント②
鳥谷部茂（広島大学教授）
12：20～12：50
討　論
《昼食》12：50～13：50
第３部：中国の民商事法制の現代的問題点
13：50～14：10
民法上の現代的問題　
渠　　涛（中国社会科学院研究員）
14：10～14：30
中国における民法解釈と判例の展開
段　　匡（復旦大学教授）
14：30～14：50
商法上の現代的問題　　
鄒　海林（中国社会科学院研究員）
14：50～16：00
コメント①
岡　孝（学習院大学教授）
16：00～16：10
コメント②
堀　龍兒（早稲田大学教授）
16：10～16：50
討　論
第４部：日本の民法典改正の現代的意義
16：50～17：10
担保法改正の意義と問題点
田井義信（同志社大学教授）
17：10～17：30
執行法改正の意義と問題点
村田博史（京都産業大学教授）
17：30～18：00
討　論
18：00～18：10
総　括　　近江幸治
《懇親会》18：30～
第２日　３月16日
今後の研究方針の検討
10：30～12：00
日韓中民事法制研究会のあり方と今後の方
向性に関する総括研究
◆早稲田大学21世紀COE「企業法制と法創
造」研究所
〒169-8050
東京都新宿区西早稲田1-6-1
早稲田大学１号館308-1号室
電話：03-3208-8408
FAX：03-5286-8222
E-mail：21coe-win-cls@list.waseda.jp
URL： http： //www.waseda.jp/prj-COE-
WIN-CLS/
◆「日韓中による民商事法制研究」シンポジ
ウム責任者
近江幸治　早稲田大学法学部研究室
電話＆FAX：5286-1344
E-mail：omi747@waseda.jp
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